
(千円)

16 国庫支出金

2 国庫補助金

2 民生費国庫補助金
（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）

23 市債

1 市債

7 土木債

（河川整備債）

21 繰越金

1 繰越金

1 繰越金

(繰越金)

16 国庫支出金

2 国庫補助金

5 教育費国庫補助金

(学校施設環境改善交付金)

23 市債

1 市債

9 教育債

（義務教育施設整備債）

21 繰越金

1 繰越金

1 繰越金

(繰越金)

16 国庫支出金

2 国庫補助金

5 教育費国庫補助金

(学校施設環境改善交付金)

23 市債

1 市債

9 教育債

（義務教育施設整備債）

21 繰越金

1 繰越金

1 繰越金

(繰越金)

198,575 国庫支出金

147,500 市 債

37 一 般 財 源

中学校費

5 一 般 財 源

　近年の異常気象により、道内においても年々暑さが増す中、児童・
生徒が健康で安心して学ぶことができる学習環境を確保するため、普
通教室等に冷房設備を設置するもの。
　
【内訳】
　美唄中：37,708千円　東中：37,686千円

　近年の異常気象により、道内においても年々暑さが増す中、児童・
生徒が健康で安心して学ぶことができる学習環境を確保するため、普
通教室等に冷房設備を設置するもの。
　
【内訳】
　中央小：56,848千円　東小：47,839千円

需 用 費 224

役 務 費 1,754

委 託 料

市 債

負担金補助
及び交付金

74,500

一 般 財 源

工事請負費 104,687

工事請負費

143,080

河川整備事業 13,409 13,400

7,304

260
使用料及び
賃 借 料
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　国の「デフレ完全脱却のための総合経済対策」における低所得者支
援及び定額減税を補足する給付として、重点支援地方交付金に「給付
金・定額減税一体支援枠」が創設されたことに伴い、対象となる世帯
に対し給付金を支給するもの。

【対象世帯等】
・令和5年度住民税均等割のみ課税世帯：10万円/1世帯当たり
・令和6年度新たに住民税非課税となる世帯：10万円/1世帯当たり
・令和6年度新たに住民税均等割のみ課税となる世帯：10万円/1世帯
当たり
・上記のうち18歳以下の子どもがいる世帯へのこども加算：5万円／
児童1人当たり
・定額減税しきれないと見込まれる者：1～3万円/1人当たり

【事業費内訳】
・給付金　143,080千円
・事務費　　9,542千円

13,409

河川費

国庫支出金

補正内容　増額

30,182

3 学校建設費

1 河川費

23 一 般 財 源

2 市 債

10 教育費 小学校大規模改修事業 104,687

9

3 学校建設費

3

土木費

国庫支出金

工事請負費

3 民生費 152,622 国庫支出金

8

款　項　目　(節)

令和5年度　一般会計補正予算案(第10号)

補　　正　　前　　の　　額 22,310,344

歳　出　補　正 歳　入　補　正

款　項　目 事　業　名 見　積　額 見積額 財源区分

社会福祉費

中学校大規模改修事業 75,394 15,771

1

小学校費

10 教育費

市 債

臨時特別給
付金支給事
業費

59,600

【重点支援地方交付金事業】
住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金支給事業 152,622

75,394

補正内容　増額

　ビバイイクシュンベツ川整備工事(1工区)において、掘削段階で周
辺地盤の軟弱性が判明したことから、安全な作業を行うため、当該工
事における設計を変更するもの。

補正内容　増額

補正内容　増額

補　　正　　後　　の　　額 22,656,456

補　　正　　額 346,112

【一般財源の内訳】
繰 越 金　　　 　　　37千円

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

【国庫支出金の内訳】
物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金　 　 152,622千円

学校施設環境改善交付金
                 45,953千円

【市債の内訳】
河川整備債(緊急自然災害防止対
策事業債)      13,400千円

義務教育施設整備債(補正予算
債)　　　　　 　134,100千円

346,112



【繰越明許費】 　

追　加

【地方債補正】 　

変　更

河 川 整 備 債 205,600

住 民 税 非 課 税 世 帯 等 に 対 す る
臨 時 特 別 給 付 金 支 給 事 業

事 業 名

152,622

219,000

＜設定理由＞
　本歳入歳出予算に計上している上記事業について、令和5年度中に事業が完了できないため、繰越明許費を設定するも
の。

金 額 ( 千 円 )

＜変更理由＞
　本歳入歳出予算に計上している「河川整備事業」の実施に伴う財源として「河川整備債」13,400千円、「小学校大規模
改修事業」及び「中学校大規模改修事業」の実施に伴う財源として「義務教育施設整備債」134,100千円をそれぞれ増額
発行するため、地方債の限度額を変更するもの。

事 項
限 度 額 ( 千 円 )

補 正 前 補 正 後

義 務 教 育 施 設 整 備 債 185,400 319,500

中 学 校 大 規 模 改 修 事 業 75,394

小 学 校 大 規 模 改 修 事 業 104,687


